
- -

なお、本減免申請書の審査にあたり、町で保有する私並びに世帯の主たる生計維持者の住民
税課税情報を確認することに同意します。

日

申請者
との続柄

電 話

　介護保険料の減免を受けたいので、吉見町介護保険条例第１０条の規定に基づき、次のとおり

重篤な傷病を負ったため

世帯の主たる生計維持者が、新型コロナウイルス感染症に感染したことにより、

２ 減免を受けようとする理由

□

（氏名、続柄、生年月日、職業等を記入し、該当する□に✔を付けてください。）

有 □

申請します。

１ 世帯の主たる生計維持者（主に世帯の生計を維持している人）

国保加入
の有無

□

屋号等

□

□

住 所

氏 名

令和５年度新型コロナウイルス感染症の影響による介護保険料減免申請書（令和4年度分）

吉見町長　様

日月令和

様式第１号（第４条関係） 受 付 番 号

世帯の主たる
生計維持者

(原則、世帯主と同一）
勤務先
職　業

①

（該当する□に✔を付け、②の場合は、収入が減少した理由を記入してください。）

年

月年 無

申請者
（第1号被保険者）

収入が減少した理由 （収入が減少した具体的な経緯、現在の状況、今後の見込み等を記入してください。）

世帯の主たる生計維持者の令和３年の所得の合計額が１，０００万円以下であること。

□

(2)

世帯の主たる生計維持者の令和４年中の事業収入・不動産収入・山林収入・給与収入の
いずれかが、令和３年に比べて１０分の３以上減少していること。

世帯の主たる生計維持者の収入が減少した所得以外の令和３年の所得の合計額が４００
万円以下であること。

※国民健康保険被保険者で非自発的失業者（６５歳未満で会社都合等で離職された方）につきまし
ては、上記(1)～(3)に該当する場合でも、減免の対象となりません。

②

※要件(1)の判定では、保険金・損害賠償等で補填される金額は、収入に含めて計算します。国県町から
支給された各種給付金（持続化給付金、雇用調整助成金、事業復活支援金等）の金額は、収入に含めな
いで計算します。

(1)

  また、減免を受けようとする理由が消滅した場合、世帯内に異動(所得の変動や加入者の脱退
等）が生じた場合、並びにこの申請が不正な手段により行われたものであるとの決定がなされ
た場合は、すでに決定された減免の全部又は一部を取り消され、その差額を徴収されても、異議
申し立てはいたしません。

死亡したため

新型コロナウイルス感染症の影響により、世帯の主たる生計維持者の令和４年中の収入が減
少し、以下の要件(1)～(3)の全てに該当するため

□ □ □廃業 失業 継続

(3)

就労
状況

氏　名

生年月日



   

  

円
円

円

納期限等

□

　各種給付金支給決定通知書、振込が確認できる通帳の写しなど

新型コロナウイルス感染症の影響に関連して、令和３年中及び令和４年中に所得税の課税対
象となる各種給付金（持続化給付金や雇用調整助成金など）が、国・県・町から支給された
ことが分かるもの（支給された場合のみ添付）

期別 保険料額（減免前）
令和　年　　月　　日
令和　年　　月　　日
令和　年　　月　　日
令和　年　　月　　日
令和　年　　月　　日
令和　年　　月　　日
令和　年　　月　　日
令和　年　　月　　日
令和　年　　月　　日

期
第

円

期
第 円

□

②　世帯の主たる生計維持者の令和４年中の収入が減少している場合

□

①　世帯の主たる生計維持者が死亡した場合又は重篤な傷病を負った場合

※減免対象となる保険料は、令和４年度相当分の保険料であって、令和４年度末に介護保険の資
格を取得したこと等により、令和５年４月１日から令和５年１２月３１日までの間に普通徴収の
納期限が設定されているものです。
ただし、介護保険の資格取得日から１４日以内に資格取得の届出が行われなかったために、又は
所得の申告等が遅延したために、令和４年度相当分の保険料の納期限が令和５年４月１日以降と
なる場合において、被保険者の責めに帰すべき事由があるときは、減免対象としないものとす
る。

４ 添付書類（添付した書類の□に✔を付けてください。）

□ □ 医師の診断書等(重篤な傷病を負った場合）死亡診断書の写し（死亡した場合）

※令和４年１月２日以降に転入された方は、必ず添付してください。

令和５年度新型コロナウイルス感染症の影響による収入減少等申告書（令和４年度分）（必ず添付）

円

主たる生計維持者の令和４年１月から１２月までの収入が分かるもの（必ず添付）

※確定申告書に収入金額の記載がない場合は、収支内訳書又は青色申告決算書の写し
  も添付してください。

　確定申告書、町県民税申告書、源泉徴収票の写しなど

　収支明細書、会計帳簿、給与明細書の写しなど（減少した収入分のみ）

合計保険料額　Ａ

第 期

期
第 期

第 期

第

円

※申請書類に不足があると、減免は受けられません。
※上記の書類のほか、必要に応じて関係書類を添付していただくことがあります。

主たる生計維持者の令和３年中の収入及び所得が分かるもの

※町実施の申告相談で、確定申告又は町県民税申告をされた方は不要です。

□

・雇用保険加入者   : 雇用保険受給資格者証（両面）の写し

事業等の廃業が分かるもの（廃業の場合のみ添付）

失業が分かるもの（失業の場合のみ添付）

□

□

□

※収入が給与収入のみの方で、年末調整済みの給与支払報告書が、勤め先から町に
　提出されている場合は、不要です。

　税務署に提出した廃業届・異動届の写しなど

　保険金・補償金等の支払通知、帳簿、保険契約書の写しなど

・雇用保険未加入者 : 事業主による退職証明書・解雇理由証明書など

円

令
和
５
年
度

（

令
和
４
年
度
相
当
分
）

期
第

普通徴収分
(納付書又は口
座振替で納付す
る保険料額）

期
第 期

円
円

第
□

保険金・損害賠償等により補てんされる金額が分かるもの（収入減少が補てんされる場合の
み添付）

３ 保険料額等（減免前保険料額を記入してください。）
年度 徴収方法


